
 

 

資料 １７ 

 

事例４ 

—個人有の発明の出願ルート： 

TLO の使用と「大学への忠誠」— 
『江田教授は毎年２０件近い発明を行っている。発明委員会で個人有と判断
された発明は、実用化が比較的容易に見通せるものについては企業に譲渡し
ている。それ以外は江田教授の勤務する大学に関連の深い TLO（tlo 株式会
社）経由で特許出願している。江田教授が実用化見通しの立ちやすい発明を
企業に譲渡するのはその方がスピーディーに実用化できると考えるからで
ある。なお、江田教授が勤務する大学では、学長からなるだけ tlo 株式会社
を利用して特許を出願する事が望ましいとの意向が示されていた。』 
 

●大学と TLO 関係者への質問 
Q４-1. 江田教授の選択についてどのように考えますか 
 選択肢-1 妥当な選択である 
 選択肢-2 大学の tlo 株式会社を優先的に利用するべきである 
 選択肢-3 その他 
    
Q４-2. 利益相反的な状況にある『大学への忠誠』についてどのように考えますか（我が国でそ
れに相当するケースがあるかどうか、何がそれにあたるかなど） 
 
 
●産業界への質問（大学と TLO 関係者への質問と違う部分に波下線） 
Q４-1. 江田教授の選択についてどのように考えますか 
 選択肢-1 妥当な選択である 
 選択肢-2 自分が大学教員なら大学の tlo 株式会社を選択するだろう 
 選択肢-3 その他 
 
Q４-2. 利益相反的な状況にある『大学への忠誠』についてどのように考えますか（我が国でそ
れに相当するケースがあるかどうか、何がそれにあたるかなど；産業人の会社に対する忠誠との
対比でもコメントして下さい。） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大学関係者大学関係者大学関係者大学関係者（（（（事例事例事例事例４４４４））））    
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

1-1 助手 教育・研究 妥当 2.　大学側が「望ましい」ではなく、「そうしなさい」と言うな
ら、大学の言う通りにするべきである。

1-2 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　但し、教員の研究の研究をエンカレッジする仕組みが必要。
2.　大学の構成員として俸給を得ている以上、教員の活動の多くは
制約を受けるのではないのか。

1-3 教授 教育・研究 ＴＬＯ

1-4 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　研究成果に伴う利益は大学に還元されるべきである。その成果
に対して大学は教官へ給与等でインセンティブを考える。

1-5 助教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　あくまで個人帰属の特許であることが前提。大学は個人を守る
機関ではないという認識がある。
2.　国立大学の現状は「組織」とは考え難い。従ってそこへの「忠
誠」も考え難い。独法化以後はリアリティをもつかもしれない。

国立大学は
「組織」で
はない＝
「忠誠」も
ない

2-1 教授 教育・研究 妥当

2-2 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 2.　TLOのルートを良く理解してもらう必要がある。

2-3 部局長等
の長

管理 妥当

3-1 助教授 コーディネイ
ション

その他 1.　これは、TLO、JST、企業、個人の４ルートが本来は正しい。最
も重要なのは「権利者に裁量権を与える｝という特許の基本原則か
らスクリーニングを強制すべきではない。又、TLO、JST、企業とそ
の能力、得意分野にも差があり、選択は権利者の自由である。
2.　独法化すれば大学の教官として、しばりをかけたいのはわかる
が、個人の能力で決まるこの問題は、そのしばりのために、人事交
流（異動）を妨げて大学の活性化をはばむことにつながる可能性が
大である。そのため、個人の自由は残した上での問題への取り組み
が必要。(Free Agent的な考えも必要か）

4-1 副学長 管理 妥当
5-1 部局長等

の長
管理 ＴＬＯ 1.　所属大学にTLOがあるならば、なるべく利用すべきである。それ

が所属大学にとってもプラスになると考えられる。
2.　大学への忠誠は教員の義務として重要である。

5-2 助教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　毎年２０件近い発明がある訳で、tlo（株）への貢献もある程度
果たしていると考える。発明を迅速に社会に還元することにも配慮
すべきである。
2.　元来職務発明で得た特許をも個人有にし得るとした訳であるか

5-3 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　TLO経由においても教授の負担（手間）が少ないことが条件とな
る。

5-4 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ

5-5 教授 教育・研究 妥当

6-1 教授 教育・研究 妥当 1.　発明委員会での判断基準で対応している点から、特に、本例も
問題ないものとしてほしい。
2.　大学の経営組織が法人的であり投資活動もしているスタン
フォードやハーバード大学では、「大学への忠誠」は認められるの
であろう。しかし、我が国では、私立大学といえども、教育／研究
の公共制が求められている面もあり、忠誠という考えを杓子定規に
あてはめることにはやはり抵抗感があるのではないか。仮に、特許
に関わる規定にこの考え方を盛り込むとしても、特許に対する研究
者個人の貢献度が公正に評価され、さらには、それを奨励する、か
なり大胆な報賞制度の整備が前提条件になるであろう。

アメリカの
私立大学で
も研究費の
大半は連邦
政府からで
ているの
で、研究の
公共性にお
いて公立、
私立の差は
ない

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

7-1 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ 1.　個人と組織（この場合大学）の関係である。個人差は生じるか
もしれない。 　          　　　　　　　　　　　　　　　　　2.
（大学教員の忠誠とは）国家に忠誠する気持と同じ種類である。

7-2 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ

7-3 教授 教育・研究 その他 1.　TLOがないのでよく判らない。

7-4 部局長等
の長

管理 妥当 1.　この程度の事は本人の判断でよいと思う。
2.　大学への忠誠ではなく、国家公務員ならば国民への利益が最も
重要。

8-1 副学長 管理 ＴＬＯ 2.　暗黙の義務としてあるが、明文化された事例はほとんどないと
思う

8-2 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　大学教官の研究は大学の身分、設備等を利用して成果が生まれ
ている。このことから、大学への利益還元は常に考えるべきである
と判断する。このことから、法人格を持たない大学では、大学TLOを
利用して特許を出願するのが望ましい。情報化が進み、教官とTLOと
の情報が十分であれば、TLOで出願しても実用化は十分可能である。
2.　「大学への忠誠」とは、大学の発展に貢献することなのかどう
か分からないが、兼業問題、学内ベンチャー等も十分議論が必要で
あるように思う。特に今後兼業者、ベンチャーの設立が急速に進む
と思われる。研究成果が社会に貢献するが、学内設備、研究資金が
そのままベンチャー企業等に流れる可能性がある。

8-3 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

8-4 教授 教育・研究 妥当 1.　TLO利用が望ましいが、絶対的な拘束力があるのか？
2.　独立行政法人化後、公務員型が崩壊し、契約社会となれば「大
学への忠誠」も有り得る。

TLO利用は
義務付けら
れていない
契約と忠誠
がリンク

8-5 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　TLOが所有する特許を基盤として大学の研究者と民間企業が共同
研究を行い、新たに発生した発明はTLOから出願するのか企業から出
願するのかという問題がすでに存在している。

8-6 教授 教育・研究 その他 1.　現時点では仕方がなかっただろう。しかし、今後TLOに回すべき
である。そのためにTLOの活動の主旨、利点のPRをもっとすべきであ
る。
2.　現在までは大学の対応があまりにもお粗末であり、「大学への
忠誠」がなされていなかった。これからは教員の意識を変えるべき
大学の努力が問われる。

現在はしか
たがない．
将来はTLO
に

8-7 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　TLOの能力が他のものと比較して、著しく劣っていれるかどう
か。

8-8 学長 管理 ＴＬＯ 1.　大学のTLOを利用して実用化の見通しの立ちやすい企業に譲渡す
るとよい。
2. 　大学への忠誠を優先すべきである。

TLOから企
業に

8-9 教授 教育・研究 ＴＬＯ

9-1 副学長 管理 ＴＬＯ
9-2 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　“忠誠”“義理”など。個人の才能は良く評価すべきだが、所

属機関に属しているかぎり、ルールには従うべき。
2.　ある薬剤を使用中、主効果以外予期せぬ副効果、それも医学的
に重要である時、これを企業を優先すると個人の利益は大きいが、
これでは社会は成り立たぬ。帰属する機関を経て対処すべきであ
る。

利益相反の
本質をつい
た指摘であ
る
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

10-1 部局長等
の長

管理 その他 1.　このような場合に適用出来るような規則を予めきっちり制定し
ておくべきだろう.
2.　身近な例は承知しないが, スタンフォード大学におけるような
明示的な規程がない限り, あくまでも道義上の問題であろう.

10-2 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　TLOを自ら育て、産業界への認知を進める。
2.　実用化を優先することと、発明者との合意を尊重するTLOを使用
することは矛盾しない。

10-3 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　TLOは研究者との合意を尊重。TLO営業力を学内で育てることが
重要。
2.　特許は実用化することが最も重要である。

10-4 教授 教育・研究 妥当 1.　TLOの能力不足。海外出願がまったくできない。わが国に強い特
許が生まれることが重要。
2.　忠誠心を求めるのであれば、TLOが海外出願までカバーすべき。
先進諸外国に強い特許を取ることが重要。

海外特許ま
でとれない
と信頼に足
るTLOにな
れない

10-5 教授 教育・研究 その他 1.　この様な状況がおこるのは出願費用を企業が負担している場合
であることが多い。Q１−２にコメントした様に、研究費から特許出
願費用が支出でき、TLOに譲渡するルートを早く確立すべきだ。
2.　TLOへの技術移転の数、特許出願数がベスト３０の大学の評価項
目の一つになれば状況は大きく変るだろう。

興味ある提
言
TLOにすべ
きだが経費
的に問題

10-6 教授 教育・研究 妥当 2.　TLOだけでは出願費用からも、現実問題として多くの特許を扱い
きれないのではないか？企業に譲渡することも認めたほうが、クロ
スライセンスなどとしても特許が活かされるのでは？ただしその企
業が利用しないときに埋もれてしまわないようにする事が必要。

10-7 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　TLOでは実用化し難い特別な理由がない限り､合意を尊重。
2.　特許は実用化しなければゴミ同然。大学への忠誠は､次に重要。
個人の収入はその次。

10-8 教授 教育・研究 妥当 1.　企業原理に考えあわせると妥当な判断である。利益のフィード
バックを大学（TLO）が受ける仕組み作りが必要。
2.　モラル（忠誠心）はガイドラインにはなりえない。「利益」を
どう取り扱うかを決める仕組みが必要。

自主規制的
な利益相反
のガイドラ
インには行
動基準の軸
が要らない
か

10-9 教授 技術移転業務 その他 1.　我が国では、大学との雇用契約も不備であるし、TLOの位置付け
もアイマイであり、この判断を利益相反とするのは難しい。
2.　まずは大学の方針とTLOの位置付けの問題を明確にする事が優先
されるべきである。

TLOの位置
づけが大切

10-10 助教授 教育・研究 その他 1.　TLOが独立採算で運営されている場合、資本が脆弱であり、全て
の権利を買い上げて、出願し、ライセンス営業が可能な訳ではな
い。大学や地域の多岐に渡る出願案件を絞り込まざるを得ない場合
には、止むを得ず、江田教授のような選択肢を採用 するしかないの
が現状ではないか。むしろ現状は、権利の買い手を伴って、TLOに相
談に行くといった状況だと思う。
2. 　例えば、大学で開発した技術を権利化し、技術移転をはかる際
に、試作品製作と配布が必要となる場合がある。このケースでは、
大学の保有する設備を 利用した場合、国有財産法の見地から試作品
の配布に当って、製作実費の回収が不 可能で ある- 公益性を損な
う可能性の利益相反に該当する可能性があるのかもし れない
（？）。これは技術移転を損なう可能性があると同時に国立大学の
ルールに 反する可 能性も孕んでいる。「大学への忠誠」に関係す
るかわからないが、現在、 問題として抱えている案件である。

現状の問題
点に関する
多くの指摘

11-1 副学長 管理 妥当
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

12-1 部局長等
の長

教育・研究 妥当

12-2 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 その他 1.　TLOを優先的に利用する学内ルールの確立が必要（大学有の概念
の導入）。

TLOの位置
づけが大切

12-3 副学長 管理 ＴＬＯ 2.　本業（大学職員）においては「大学への忠誠」が貫かれるべ
き。

12-4 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ

12-5 学長 管理 妥当 1.　大学の念願としてはTLOルート。しかし、それを強制することは
出来ない。
2.　TLOルートが実用化に早く結びつき、発明者のメリットが生じる

TLOのレベ
ルアップが
重要

13-1 副学長 管理 妥当 1.　現状では大学への忠誠が明文化されていないので、１を選ん
だ。
2.　国立大学では公務員としての忠誠義務はあると思うが、個々の
大学への忠誠を誓うことが明文化されていない。意識は常識の範囲

13-2 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 妥当

13-3 教授 教育・研究 その他 1＆2.　大学が独立で特許出願行うべき（TLOにたよるべきでな
い）。

TLO以外の
ルート

13-4 副学長 管理 妥当
13-5 部局長等

の長
教育・研究 妥当 1.　江田教授（大学教授として）の意向を尊重すべきである。

2.　原則的には大学へ忠誠すべきである。

13-6 部局長等
の長

管理 妥当 2.　日本ではまだ大学と特定TLOの関係を明確にしていないところが
多いのではないか。（日本で大学への忠誠に相当するケースは） 承知していな
い。

13-7 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　日本では､大学（国など）への忠誠の意識は低い。個人の自由を
表に出す傾向が強い。

13-8 部局長等
の長

管理 妥当 1.　「大学への忠誠」の判断基準が明確ではなく個々の価値観にゆ
だねられているため。
2.　国家公務員としての忠誠義務はあるが、大学への忠誠に対して
は明文化されていないため、個人の判断である。

14-1 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　大学としてＴＬＯの組織を持ち、これを育てていこうというポ
リシ−がこれからの大学のあり方だと思うので、当然、先ず自大学の
ＴＬＯで対応すべき。
2.　ケ−スバイケ−スにならざるを得ないが、一応のル−ルは作ってお
くべき。金銭が伴う場合には、きちんと契約で権利の範囲等を決め
ておく必要があろう。そのような手続きを作っておくべき。

TLOの位置
づけが大切

14-2 教授 管理 ＴＬＯ 1.　ただし大学としての合意があれば（普通は（TLOには）教官の個人
参加では）。

14-3 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

14-4 部局長等
の長

教育・研究 妥当 1.　自由な判断がゆるされるべき。
2.　「忠誠」は個人の利益と一致すべき。

14-5 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　利益相反の考え方が､大学教官､企業に理解されていない状態で
はないか。

15-1 副学長 管理 妥当 1.　この場合はTLOが大学の組織でなく、大学に関係の深いTLO株式
会社であるからこれでよい。個人の意思で入るTLOであれば選択肢
１、全職員が入っている大学のTLOの場合には選択肢２が正解と考え
る。
2.　TLOのシステムをしっかりし、この事例のような場合にどうすれ
ばよいかを明確にしておくことが必要。

TLOの位置
づけが大切
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

16-1 助手 コーディネイ
ション

妥当 1.　確かに利益相反的な状況ではあるが、tlo（株）を利用するのが
「望ましい」レベルに留まるならば、妥当な選択であろう。このよ
うな状況を回避するには、総論的指針の整備と、各大学におけるTLO
利用規程明確化と利用の義務化が望まれる。
2.　私立大学では『大学への忠誠』は高く評価されてよかろうが、
我々国立大学の教官は『国家・文部科学省への忠誠』を図るべく事
に対処する必要があるだろう。早急な指針整備を希望する。

TLOの位置
づけが大切

16-2 助教授 技術移転業務 妥当 2.　個人有を認めることは、どのような機関から出願するも自由で
はなかろうか。発明は職務発明として大学（国）に帰属させるなら
別。

16-3 教授 教育・研究 ＴＬＯ

16-4 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　TLOをなるべく優先して､目に見える形で技術移転を推進すべき
である。

16-5 教授 教育・研究 1.　研究で繋がっている人間的なドロ臭さが付きまとい､ドライにな
れない。ケース・バイ・ケースになりそうです。
2.　米国人の様にルールと契約で生きる社会の創設に努めるべきと
思う。

契約関係を
大学に導入
する指摘

16-6 部局長等
の長

教育・研究 妥当 2.　個人有なら出願するルートは自由です。

16-7 教授 教育・研究 妥当 1.　将来はともかく、現時点では個人有とされた発明は純粋に個人
のもの。学内全体の合意で左右できるものではない。大学への忠誠
義務とは全時限（次元）の話。しかも「大学に関連の深いTLO」は「大
学とは法的に無関係」である。
2.　大学に対しての忠誠義務はあると思う。これは国家、地域社
会、家庭に対するものと同じである。しかし、強制しなければなら
ない義務は法律で明示すべきである。明示なしの忠誠義務を認めれ
ば多数の横暴となる。

時限は次元
か

16-8 助教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　大学の一員としてTLOを利用する事が望ましい。

17-1 部局長等
の長

教育・研究 1.　TLOが特許出願経費を代がわりするならば。
2.　現状国立大学であるので、大学の忠誠は不可。

17-2 副学長 管理 妥当
19-1 部局長等

の長
管理 妥当

19-2 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

19-3 学長 管理 ＴＬＯ
19-4 部局長等

の長
管理 ＴＬＯ

20-1 学長 管理 ＴＬＯ 1.　どちらのルートをとっても結果は同じであるが、大学人として
は、自分の属する組織の活性化を願った行動をするのが当然である
と思う。
2.　『大学への忠誠』と言う表現は、しっくり来ないが、組織の中
で活動を行ってその成果を利用する場合には、当然、所属する組織
の利益を考えるのが妥当な選択であろう。20-2 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　どちらのルートをとっても結果は同じであるが、大学人として
は、自分の属する組織の活性化を願った行動をするのが当然である
と思う。
2.　『大学への忠誠』と言う表現は、しっくり来ないが、組織の中
で活動を行ってその成果を利用する場合には、当然、所属する組織
の利益を考えるのが妥当な選択であろう。20-3 助手 教育・研究 妥当 1.　学長の意向はあくまで「・・・が望ましい」であり、これは教
授の裁量を認めていると判断できる。

20-4 部局長等
の長

管理 妥当
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21-1 副学長 管理 ＴＬＯ 2.　個人の裁量にまかせるが、TLOルートをすすめるべき。

21-2 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　大学の構成員であるから大学の利益を優先すべきであろう

22-1 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 2.　組織人である限り､忠誠は当然であり､本件で考えるならば､社会
に対し大学のステータスアップにつながる。

22-2 副学長 管理 その他 1.　もっとはっきりした機関としての合意が必要である。
2.　本学では､むしろ個人的な利益の追求のみと言うのが現状で､TLO
はない。

個人の利益
が現状では
優先

22-3 副学長 管理 ＴＬＯ 2.　大学という活動の場あっての個人である。大学への忠誠を義務
付けるのは当然である。

24-1 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 2.　TLOを使うことが利益相反にならないTLOにすべき。

24-2 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

24-3 教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　日本の大学には特許に対するルールはない。TLOを育てるという
意志を有する人はほとんどいない。改善をはかるべき。
2.　大学への忠誠はほとんど考えない。大学が自らの意志と予算で
運営していくことを封じられている。ここに忠誠は生まれるはずは
ない。

やや極端と
思えるが一
面の現実か

24-4 教授 教育・研究 妥当

24-5 部局長等
の長

管理 妥当 2.　大学への忠誠を主張出来る程、学内の制度、事務のバックアッ
プが整備されていない。

何かを提供
してくれる
ものに忠誠
心は働く？

24-6 学長 管理 ＴＬＯ
25-1 研究協力

部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 2.　制度（手続）が明確になっていれば、大学人としてそれに従う
べきである。

25-2 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　個人有と言えども公的支援の下で実現した発明であるならば、
公的性格を一定程度有するTLOの運用に委ねる方が妥当であろう。
2.　大学毎にTLOがあるわけではないので、TLO経由＝「大学への忠
誠」とはならない。私学と国立大学でも判断基準に差違が生じるで
あろう。

TLOは公的
性格を持つ

25-3 助教授 技術移転業務 ＴＬＯ 1.　企業が適切な評価を支払っていれば個人有の発明を譲渡するこ
とに異論はない。（現実には非常に低額であり問題である） 。
2.　法人化前の国立大学においては、大学の忠誠に背く事にはなら
ない。

法人化され
れば忠誠が
論じられる
ようになる

25-4 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　大学への忠誠は当然。

26-1 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　個人（私的）の利益よりも大学、大学よりも国家の利益が優先
すると考える。

国の利益が
優先

26-2 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

26-3 部局長等
の長

教育・研究 妥当 2.　本学にはTLOがないので考えたことはありません。

26-4 部局長等
の長

管理 妥当

26-5 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ

27-1 教授 教育・研究 妥当 1.　TLO＝大学ではない。早期に企業化し国益に寄与するのと大学へ
の忠誠はどちらが大切か？
2.　忠誠を求めることにはそれなりの恩恵を与える必要があろう。
（給与、研究スペース、教員負担など）

忠誠は恩恵
と裏腹

27-2 教授 教育・研究 妥当 2.　TLOも件数に限度があり、全てを取り上げる訳ではない。

27-3 部局長等
の長

管理 妥当 2.　企業ルートが大学への忠誠に反すると即断できないと思う。

27-4 部局長等
の長

管理 妥当
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27-5 研究協力
部/課・
産学連携
担当

研究協力事務 ＴＬＯ 1.　今回のように、教授と企業だと、契約やロイヤリティーの部分
で、企業の有利なように話が進んでしまう。大学での発明なので、
企業にロイヤリティーを取られるのは避け、TLOを利用するべきだと
考える。
2.　独立行政法人を視野にいれ、特許を大学有として、大学全体で
マネジメントし、実用化した特許を出した教授の評価も与えること
によって、大学への帰属意識が高まる可能性があるのでは。

未チェック

28-1 副学長 教育・研究 ＴＬＯ 2.　大学への忠誠という考えでなしに地域産業との連携協力で貢献
する環境作りをしたい。

地域＞大学
への忠誠

28-2 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 2.　（忠誠は）大学が、どのように報いてくれるかによる。正当に人事
上の評価・研究費の優先的配分をすべき。

28-3 学長 管理

28-4 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　TLOルートが望ましい。
2.　大学への忠誠は倫理上のこととすべき。

28-5 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　国立大ではtloを利用した方がよい。

29-1 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ

29-2 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　状況により変ることもあろう。
2.　国立大学教官の大多数は「大学への忠誠」という観念は持って
いないのでないか。それは必要と思うが。

29-3 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 1.　TLO経由により大学として何らかのメリットが還元されるのであ
れば大学の方針に従うべきである。
2.　具体的には想定できないが道徳的・倫理的に問題がある場合以
外は大学としてのメリットにも配慮すべきである。

29-4 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ

29-5 部局長等
の長

管理 その他 1.　大学の方針によるべきと考えるが、TLO経由ではスピーディーに
実用化できないとすれば、その体制を改めるべき。

29-6 副学長 管理 妥当 1.　TLO経由では､ものになるか分からぬうちに出願せざるを得ない
状況がある（先願主義）。
2.　大学や企業には､チームワークを重視し、個人を特別扱いにしな
い雰囲気が存在していることが問題である。

29-7 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

29-8 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　大学人としては「大学への忠誠」が最優先されるべきであろ
う。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.　大学
人として「大学への忠誠」が最優先される一方、大学？また研究者
の特許出願等に対して、最大級のインセンティブを確保すべきであ
る。

29-9 教授 教育・研究 その他 1.　規則化されていないならばどちらの判断も可。
2.　規則化しない間は議論は無駄。

31-1 教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　国内産業に有効に役立つのであれば現行の制度下では妥当な選
択。このような選択肢があるかぎり大学のTLOはいつまでも中途半端
な存在のままだろう。
2.　我が国では大学だけでなく、国全体に忠誠という概念が無く
なってしまっている。集団テロへの対応で見せたアメリカは国旗と
国家への忠誠を小学校からたたき込んでいる状況とは全く違って、
忠誠を基準に制度を考えるのは日本では難しい。

TLOの位置
づけが大切

31-2 助手 教育・研究 妥当 2.　上記の設問では、「大学への忠誠」というよりは、大学が特許
出願を特定の一民間企業に委託するように指導すること自体がおか
しいのでは。独立法人化に際し、特許の産み出す資金が大学の研究
資金に利用されるケースが出現すれば、「大学への忠誠」は大きな
問題となるであろう。但し、大学が忠誠を求めるのなら、それに見
合ったサポート体制を教員に提供するのが当然であろう。

忠誠は支援
提供と裏腹
の関係
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31-3 助教授 教育・研究 妥当 1.　tloでの実用化が早くなればtloで出願するようになると思う。
2.　自分では「大学への忠誠」より「学問への忠誠」を優先してい
る。

科学，学問
への忠誠は
利益相反の
基準の一つ

31-4 教授 教育・研究 妥当

31-5 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　制度があるなら使うべきだ。
2.　日本の国立大学に大学としての主体があるとは思えないので、
忠誠を示す相手がいない感じがする

国立大学に
大学として
の主体がな
いとの指摘

31-6 助手 教育・研究 ＴＬＯ 1.　発明が個人有と判断されたとしても、当該大学機関に所属して
いなければ有り得ないものであれば、大学の意向に従うべき。全て
個人の力で生み出したものであれば個人の自由。
2.　経験が無いので（忠誠に）該当するケースは分りません。

31-7 教授 教育・研究 妥当

31-8 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　tlo株式会社経由でも実用化を促進できるような配慮がいる。
2.　国立大学での研究・教育は国民に委託され、国税で行っている
ものであり、大学への忠誠は、言い換えれば国民への忠誠である。
スタンフォード大学のように私立の場合は採用時点でお互いが納得
して契約しているはず。

31-9 助手 教育・研究 妥当

31-10 助手 教育・研究 妥当

31-11 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　企業から出願すれば手数料もかからず、手取り早く研究費の名
目でお金が支払われることが問題であろう。今後の独立法人化も考
えれば大学TLOから出願すべきだろう。

31-12 教授 教育・研究 妥当

31-13 助手 教育・研究 ＴＬＯ

31-14 助教授 教育・研究 妥当

31-15 助手 教育・研究 その他 1.　江田教授はtlo株式会社に発明を実用化する力(迅速な行動力,
能力, 魅力)が欠けていると判断されたのではありませんか? 欠けて
いなければ、発明を企業に譲渡しないと思います。

31-16 助教授 教育・研究 妥当

31-17 教授 教育・研究 妥当

31-18 教授 教育・研究 妥当

31-19 教授 教育・研究 妥当

31-20 助教授 教育・研究 妥当 1.　発明委員会で個人有としたのならそのあとの処理は自由とすべ
きである。

自由であ
り、大学と
して全くト
レースもし
ていない

31-21 教授 教育・研究 ＴＬＯ

31-22 教授 教育・研究 妥当 2.　状況に応じて

31-23 教授 教育・研究 その他

31-24 教授 教育・研究 その他 1.　特許の内容の詳細が分からないと何ともいえない。
2.　基本的には、従来の日本の国立大学制度は、『大学への忠誠』
を過大視していると思う。

大学の甘え
の構想の指
摘か？

31-25 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

31-26 助手 教育・研究 妥当 1.　発明委員会で個人有と判断された発明であるから、必ずしもtlo
株式会社を優先する必要はないと考える。

31-27 助教授 教育・研究 妥当

31-28 助手 教育・研究 妥当
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31-29 教授 教育・研究 ＴＬＯ

31-30 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　大学への忠誠を第一に。

31-31 教授 教育・研究 妥当

31-32 助手 教育・研究 ＴＬＯ

31-33 助教授 教育・研究 その他 1.　TLOのサポート体制に依存すると考えます。実用化がスピーディ
に行えない状況であれば社会的な責任を果たせない状況になること
も考えられますので。

TLOのサ
ポート体制
が必要

31-34 教授 教育・研究 妥当 1.　個人有であれば問題なし。
2.　特許権の帰属を大学にも認めればよい。

法人格のな
い大学は権
利を所有で
きない

31-35 助手 教育・研究 その他 1.　TLOルートがあまりにもひどいならば江田教授の選択もやむをえ
ない。TLOルート次第。
2.　利益相反にも程度がある。忠誠にある程度は答えられるように
（大学側が）なってないといけない

忠誠は双方
交通の関係

31-36 助手 教育・研究 その他 1.　TLOのコンセプトは､大学の研究を産業界へ寄与する橋渡しの役
を行うことにあると考えれば､相田教授の選択も妥当となる。ただ
し､スタンフォード大のような規則があれば､TLOを優先すべきであ
る。
2.　我が国では､制度として「大学への忠誠」が決まっていることは
ないと考えられる。ただ暗黙に了解しているものが多数をしめると
考えられるが､規則として制定すべきと考えている。

TLOのコン
セプトと
は？

31-37 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1＆2.　TLOの機能にもよるが､原則的にはTLO経由で出願すべきであ
ろう。

31-38 助教授 教育・研究 その他 1.　判断が難しいですが、気持ちとしては１に近いです。合意なら
ば文書化されているべき。
2.　企業の場合も、おそらくはスタンフォード大の例でも、雇用契
約に定義がされていると考えます。規則が明確に定義されていれ
ば、それに反する行為が「忠誠」に反する行為です。

・TLOの位
置づけが大
切
・雇用契約
と忠誠は一
体

31-39 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

31-40 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

31-41 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

31-42 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　TLOを守り立てようとの意識。

31-43 教授 教育・研究 妥当 1.　個人有と判断されたものは､個人の意見にまかせばよい。

31-44 助手 教育・研究 妥当 1.　大学教官（国家公務員）であっても、任用の際には特許等に関
して大学学長と契約（誓約）を結ぶべきである。契約がない場合に
は選択肢-1で問題ないと考える。
2.　任用の際に、大学への忠誠を誓約することについては問題ない
と考える。誓約していない場合には、教職員の判断に任せるほかは
ない。31-45 助教授 教育・研究 妥当

31-46 助手 教育・研究 ＴＬＯ

32-1 副学長 管理 ＴＬＯ
32-2 部局長等

の長
管理 妥当

32-3 部局長等
の長

管理 妥当 ＴＬＯ 1.　どちらの考えもありうる。

33-1 助教授 コーディネイ
ション

妥当 2.　現状では特定TLOへの譲渡義務は何ら存在しない。最も販売力の
あるTLOへの譲渡がなされるであろう。

33-2 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　但し大学のTLOが十分機能している事が必要。
2.　大学への忠誠に対して、発明者に対してしかるべく評価を大学
が行い、それを実行すべき枠組みがなければならない。
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
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34-1 助教授 コーディネイ
ション

妥当

34-2 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　特許出願はTLO経由を原則とすべきと考えます。
2.　法人化された場合、特許取得の問題は大学として制度化し、大
学に所属するものとすべきと考えます。

35-1 助教授 教育・研究 妥当 2.　抽象的ガイドラインではなく、契約でできることとできないこ
とを定めておくべき。

契約が忠誠
の前提

37-1 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　企業に譲渡した対価をどのように取り扱うかで、１の選択肢も
可。
2.　それに相当するものを知らないが、（忠誠について）どのように取り

38-1 助手 教育・研究 ＴＬＯ

38-2 助教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　tlo経由の明確な合意があれば２．
2.　私学であれば当然、他大学を利する行為を『忠誠』に反する。
国立の場合は、他国を利する行為となるが、科学技術の本来の姿か
ら『忠誠』の概念ははずれていると考える。

38-3 助手 教育・研究 その他 1.　ＴＬＯを介しての特許出願の迅速さが課題。
2.　公務員であるからにはＴＬＯの利用は必要。

38-4 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　大学への忠誠と言うより、社会への貢献という視点で考えれば
よい。その意味ではTLOを経由しない方がスピーディという理屈はお
かしい。TLOでもスピーディにできる。

TLOがス
ピーディー
ではないと
決めつける
のがおかし
い

38-5 助教授 コーディネイ
ション

その他 1.　米国大学で「大学への忠誠義務」を明記するならば、その具体
的義務内容が採用契約時に本人に対し明示されていると思われる。
米国の大学、会社の契約は非常に詳細かつ網羅的である。この事例
について、教員の忠誠義務違反を問うならば、日本の大学でも詳細
な規定、契約を整えるべきであろう。
2.　米国大学で「大学への忠誠義務」を明記するならば、その具体
的義務内容が採用契約時に本人に対し明示されていると思われる。
米国の大学、会社の契約は非常に詳細かつ網羅的である。この事例
について、教員の忠誠義務違反を問うならば、日本の大学でも詳細
な規定、契約を整えるべきであろう。

38-6 学長 管理 ＴＬＯ 2.　大学への忠誠というより、結果として社会への貢献を重視すべ
きである。本事例では、TLOを通して実用化すればよい。

38-7 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　一方的に忠誠を求めても無理。

38-8 教授 教育・研究 妥当 2.誰に帰属するかが問題で、「大学への忠誠」が問題でないだろ
う。

38-9 部局長等
の長

管理 その他 1.　一概に言えない。

38-10 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　最終的にはスタンフォード大学の事例のように、すべての権利
を一義的に大学に帰属させるのがよい。
2.　発明委員会の判断はTLO等の組織が整備されるまでの経過措置と
して、個人への権利の帰属を認めているので、本来は大学への忠誠
ないし国への忠誠は国立大学では全ての構成員に要求されている。

議論の余地
あり？

38-11 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　大学に利益をもたらし得る場合は考慮すべき。

38-12 副学長 管理 妥当 1.　大学での発明をより広く普及、実用化させる視点からはTLOに優
先使用を認める方がbetterである。
2.　国家公務員である国立大学の教官の場合は、大学あるいは国へ
の忠誠は社会への説明責任上重要である。

アカウンタ
ビリティー
との関係

38-13 助手 教育・研究
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号
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38-14 副学長 管理 妥当 1.　選択肢１から選択肢２に移行するのが望ましいが、現在のTLOの
状況を考えると、選択肢１も止むを得ない。
2.　法人化以後、大学内で研究費の重点配分を受けた場合は当然、
大学への忠誠は求められる。

39-1 副学長 教育・研究 妥当

39-2 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

39-3 教授 教育・研究 妥当 1.　現時点では、１が妥当。本来は解説とあるように､大学と教員の
間でチャンとした顧用契約を結びそこで処理すべき。
2.　わが国では､ここ（忠誠）が大変あいまい。大学側で対応できな
い。この場合､大学としても個人の権利に報いるシステムが必要。

39-4 助教授 教育・研究 妥当 1.　現時点ではTLOの機動力に疑問の声もある。TLO活性化が先決。
2.　当然である。しかし、具体的に何をすべきか明示されていない
事が多く、知らぬ間に「裏切」っていることもあるのでは？

39-5 教授 教育・研究 妥当 1.　特許出願はきわめて実利的な行為であり“大学への忠誠”を第
一義とするのは不合理。むしろ大学TLOの能力を学外機関のレベル以
上に引き上げることを優先すべき。
2.　“大学への忠誠”を問う以前にTLOが十分信頼されるに足るレベ
ルに達している事が先決である。

TLOの信頼
性確保が課
題

39-6 部局長等
の長

管理 妥当 2.　現状では「ない」。

39-7 部局長等
の長

管理 妥当

40-1 教授 技術移転業務 ＴＬＯ 1.　大学も一つの組織である以上、服務規定に従うべき教官・職員
より成り立つ。
2.　当然「大学への忠誠」は尊重すべきであり、本事例ではtlo㈱を
利用すべき。他のチョイスは、江田教授個人としてはありえない。

40-2 副学長 管理

40-3 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ

40-4 教授 教育・研究 妥当 1.「なるだけ」ということであれば問題ない。最終的に社会還元に
つながれば良いと思う。
2. TLOが特許を社会還元できる力があれば問題ないと思う。

40-5 助教授 管理 ＴＬＯ
40-6 部局長等

の長
管理 妥当 1＆2.　TLOはそのための機関と考えている。

40-7 部局長等
の長

管理 その他 1.　TLOから企業への特許譲渡のプロセスを規定するように改める。
2.　（忠誠は）当然と思われます．

40-8 学長 管理 ＴＬＯ 1.　tloのシステムが確立されている場合には、スタンフォード大学
方式が発明者、大学、企業のそれぞれにとって健全な在り方と考え
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2.　国
立大学の場合は大学への忠誠は国への忠誠に通じる。我が国では契
約の概念が希薄なので問題が起こりやすい。しっかりした契約制度
を確立した上でTLOルートを運用すべきと考える。

契約が忠誠
の前提

40-9 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 妥当 2.　基本的には企業の研究員と同様の取り扱いとする方向に諸整備
が必要と思われる。

40-10 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　大学TLOを利用するのが望ましいが、現在のTLOの予算、人員の
規模では企業ルートの方が有利な場合が多い。
2.　教官には大学への忠誠という概念が希薄である。TLOの主旨が理
解されていない。

現実は企業
＞TLOにな
る

40-11 副学長 管理 妥当 1.　個人の選択に委されている。
2.　ルールや考え方が定着していない。
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40-12 部局長等
の長

管理 妥当

40-13 助手 教育・研究 妥当

40-14 教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ

41-1 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 妥当 1.　TLOの企業努力が必要（迅速出願、サービス度等）

41-2 助教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　現状では仕方ない選択と考えられます．
2.　日本の大学にまだ『大学への忠誠』意識は育っていない．これ
から大学間や産業界との交流/移動が更に盛んになり，インセンティ
ブをよほど大きくしないと定着しない．

41-3 副学長 管理 妥当 1.　（忠誠は）一般的な義務ではない。学問的な評価と連動させるの
み。

42-1 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

42-2 教授 教育・研究 その他 1.　tloを優先的に利用して欲しいところだが、江田教授の選択はこ
の状況では許容される範囲であり、非難されるものではない。tlo優
先とするには、機関としての何がしかの合意を必要としよう。
2.　大学が機関としての　TLOルートの採用を決めているのではない
と限り，特許出願ルートについて大学への忠誠を問われることはな
い。大学への忠誠を問うなら機関としての何らかの規則、決定ある
いは合意が必要である。

TLOの位置
づけが大切

42-3 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　ただし、企業化、実用化が容易に行えるようなシステムを整備
しておく必要がある。
2.　“大学への忠誠”の上に”社会への忠誠”があり、両者が対立
するような状況があるのではないか。

42-4 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 2.　個々の教員の意識によるところが大きい。個人としての利益を
重視するか、大学を含めた利益を重視するかは教員の本音のところ
の意識による。

43-1 教授 教育・研究 その他 1.　TLOの機能に依存する（どちらの組織が実用化に早く到達する
か）。
2.　TLOが完全に大学に帰属し、その能力・機能が十分であれば大学

43-2 部局長等
の長

教育・研究 妥当 1.　忠誠の意味を明確にしておかなければ、精神論のみではコント
ロールできない。昇任や予算配分などにリンクすることが必要。
2.　現在の国立大学には、本質的なマネジメントはないので、忠誠
自体に意味がない。国立大学法人化などで状況が変化すれば、忠誠
を論じることも可能となり得る。

大学にマネ
ジメントが
ああって初
めて忠誠論
が成り立つ
＝法人化は
それに繋が
る

43-3 学長 管理 妥当 2.　大学人の特許への関心が低い状況では、無条件で出願を認め、
将来度がすぎたらコントロールしてみては。

現実的提言

43-4 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

44-1 学長 管理 ＴＬＯ
44-2 教授 教育・研究 ＴＬＯ

44-3 教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 2.　個人帰属の場合にＪＳＴに特許出願を依頼するケースがありう
るが、この場合大学に特許収入が入らないので大学への忠誠に反す
る。

44-4 部局長等
の長

教育・研究 妥当

44-5 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ 1.　上記の？？から。
2.　機関研究なら同種のものと考えられる。

44-6 副学長 管理 ＴＬＯ 2.　「大学への忠誠」はガイドライン作成にあたって重要な検討項
目。
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44-7 部局長等
の長

管理 妥当 1.　現状では妥当と考える。
2.　「大学への忠誠」の具体的な説明がなされていることが望まし
い。

44-8 教授 教育・研究 妥当 1.　'tlo利用が望ましい'は希望であると判断する。もし大学機関と
して合意されていればそれに従うのがルールと思われる。
2.　大学への忠誠はある程度配慮されるべきだが､国民へのアカウタ
ビリティのほうが重要かと思われる。

本アンケー
トでは、大
学という
「組織」へ
の帰属意識
が精神的に
支柱になる
かを知るの
が目的の一
つであった

44-9 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　大学との契約を制度的に　確立する必要があろう。
2.　大学が法人化・民営化された場合には特に契約の在り方を具体
的に検討する必要がある。

44-10 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 1.　当該大学への経費（研究費）の還元（還流）というTLO方の利点
を活用すべきである。　　　　　　　　　　　　　　2.　国の税金
で運営される国立大学の研究者が職務上生じた発明の届出を怠る例
もあり、問題である。

44-11 部局長等
の長

管理 妥当 2.　TLOを通しての出願が法的には義務付けられていない。全学的な
決議等で義務付けるならばそれも一つの方法。

45-1 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　独立行政法人になれば「大学への忠誠」がより具体的な問題と
なるだろう。

45-2 助教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　“大学への忠誠”という言葉が極めて抽象的である。ルール作
りを進めるべき。

45-3 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

45-4 教授 教育・研究 妥当 2.　“大学あっての研究”である度合によって判断される。恩恵の
度合を、合理的に判断すればよい。

45-5 副学長 管理 妥当
47-1 教授 教育・研究 ＴＬＯ

47-2 部局長等
の長

管理 妥当

48-1 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　実用化を考えるとTLOを優先すべきである。

48-2 学長 管理 ＴＬＯ 1.　TLO経由の方が合理的であり、企業への利用のスピーディー化が
図れる。

48-3 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　個人有であっても、一般の校費で研究が行われたのであれば、
大学の意向を尊重して個人は行動すべき。江田教授のように考える
と、TLOには採算性のとりにくい特許のみが行くことになるのではな
いか。
2.　上に書いたように、大学の研究費で研究をやっているならば、
例え個人有特許であろうとも大学の意向に従うべき。（なお、Q2の
場合は全く状況が異なる）

TLOの位置
づけが大切

48-4 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　大学のTLOのシステムを効率よくする事も大切である。
2.　大学の教員の成果の利益配分を、大学と個人に対して明確すべ
きである。

48-5 研究協力
部/課・
産学連携
担当

研究協力事務 ＴＬＯ 1.　大学に所属していることは、大学の利益を考えるべきである。

48-6 部局長等
の長

管理 妥当 1.　現状では、早急に実用化を進めるという点で妥当と考えるが、
それに伴う利益については公的に換元できるようにすべき。
2.　「大学への忠誠」という言葉は封建的表現で関心しない。

48-7 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　大学が経済的に特別特別特別特別な援助を行った場合、大学を経由すべきで
ある。

48-8 部局長等
の長

管理 妥当

48-9 部局長等
の長

コーディネイ
ション

妥当 1.　TLOが民間に負けないよう頑張るべき、株式会社なのだから甘え
は禁物。
2.　国への忠誠の方が大切。民間が特許を生かせれば、その方が税
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
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そ
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他
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2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

48-10 助教授 コーディネイ
ション

妥当 2.　大学で明確なルールを作らなければ、あまり「大学への忠誠」
は期待できないのでは

忠誠のため
にはルール
が必要＝契
約が必要に
通じる

49-1 副学長 管理 ＴＬＯ
49-2 教授 教育・研究 妥当 1.　もしも大学でその決まりがあるのならば大学のTLOにするべきな

のでしょう。
50-1 助教授 コーディネイ

ション
ＴＬＯ 1.　スピーディに実用化できるという判断は個人的な便宜解釈であ

り、必ずしも企業側の判断とは合致するとは限らない。このケース
における処置は忠実義務違反に相当するものと考えられる。場合に
よっては、忠実義務違反だけに留まらず、ＴＬＯ活動そのものをも
阻害することになりかねない問題である。
2.　大学発明は、原則、職務発明として取り扱われるべきであり、
その場合、忠実義務についても明確にルール化し、それを監査する
内部監査体制を整備しておく必要がある。

忠実義務違
反について
吟味必要

51-1 副学長 管理 1.　発明委員会を通しているのであれば､忠誠に背くことにはならな
い（大学？？）。

51-2 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　譲渡した先の企業が実用化するとは限らないので。（TLOと企業
との共願の道もある）

51-3 部局長等
の長

管理 その他 1.　特許の内容による。
2.　外部資金の導入が多くなると「大学への忠誠」は失われていく
のでガイドラインが必要である。

51-4 教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　日本の大学には「大学への忠誠」という思想はほとんど存在し
ないと思う。

組織への帰
属意識がな
いと言い換
えられる？

52-1 副学長 管理 ＴＬＯ
52-2 講師 コーディネイ

ション
ＴＬＯ 2.　大学（所属組織）の方針には従うべきであろう。倫理の問題。

53-1 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

53-2 その他 教育・研究 ＴＬＯ 1.　江田教授の考え方は論外である。 組織人として大学から給料を
もらっている限り、TLOルートが優先するのは当然。将来国立大学法
人になれば、法人所有となるだろう。そうすべきと考えている。そ
の場合、江田教授の選択は不可能となる。

53-3 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

53-4 部局長等
の長

管理

53-5 学長 管理 ＴＬＯ 2.　（忠誠については）話し合い。
53-6 部局長等

の長
管理 ＴＬＯ 1.　所属する大学の組織（人､金､設備など）を使っているから（TLOを

利用すべき）。
2.　倫理上の問題としては重要な事柄である。きちんとした規則を
作成すべきである。

53-7 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　個人の発明とすることがおかしい。所属大学か、TLOに管理させ
るのがよい。スピーデーに実現化されるかどうかは大学TLOの姿勢
（戦略）次第。
2.　大学の教官発明は、大学（あるいは大学TLO）に所属とすべき。
もちろん、大学でそのロイヤリテーを得たら、その配分は大学の基
準による。研究者への配分率も十分に考慮すべき。

54-1 学長 管理 ＴＬＯ 1.　学長の方針が示されており、TLOも設立されているのであれば
TLOを利用すべきである。
2.　研究者＝教員のモラルの問題になってしまうので大学として、
「大学への忠誠」を保証する制度、システムが必要と考える。
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－
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番
号

回答者 江田教授の選択

55-1 教授 教育・研究

55-2 部局長等
の長

コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　特許使用権を公平にすべき。
2.　忠誠心だけでは生き残れないので程々に。

55-3 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

57-1 研究協力
部/部課
長

管理 ＴＬＯ

57-2 部局長等
の長

コーディネイ
ション

ＴＬＯ

57-3 学長 管理 ＴＬＯ
57-4 副学長 管理 ＴＬＯ
57-5 副学長 管理 ＴＬＯ
57-6 部局長等

の長
管理 ＴＬＯ 1.　学長の意向に配慮した方が良い。

2.　大学に籍をおき､直接・間接的に研究を支援されているので､大
学への忠誠は当然である。

57-7 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　大学も組織として産学連携に係わる必要があると考えていま
す。従って大学での研究からの特許は国有またはTLO会社に帰属し個
人帰属にしてはいけないと考えます。
2.　（忠誠については）設問の趣旨がよく分かりません。

58-1 教授 技術移転業務 妥当 1.　今後の制度のあり方をどうすべきかということとは別にして論
じるべき。現状において、江田教授の判断の適否を問われれば、妥
当だと思う。ＴＬＯが株式会社である以上、大学としてもＴＬＯ利
用を強制できないはず。ＴＬＯがスピーディーに実用化を図れるよ
うになっていることを前提に、大学がルールを定めることが先決で
はないか。
2.　大学に所属している以上、大学が求めることに対する義務が生
じることは当然であると考える。しかし、忠誠心を求めるなら、任
用する時点で大学のルールを明確にしておくべき。現状において、
いきなり忠誠心を求めても説得力に欠ける。発明委員会で個人有と
判断された個人の財産の処分について他人がとやかく言うのは財産
法の基本理念に反するのではないか。

・TLOの位
置づけが大
切　　・
ルール（ま
たは契約）
が前提

58-2 部局長等
の長

管理 妥当

59-1 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ ？？

59-2 部局長等
の長

管理 妥当 2.　国家公務員としての立場で考えるべきである。

59-3 副学長 管理 ＴＬＯ
59-4 助教授 コーディネイ

ション
ＴＬＯ 1.　校費による研究なり。

2.　忠誠というよりも研究費はどこから出されたのか。

59-5 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

59-6 教授 教育・研究 妥当 2.　国か個人かの考えは理解できるが､大学への忠誠の真の意味が理
解しにくい。

組織帰属意
識

59-7 教授 教育・研究 妥当 1.　この形態を脱却するには、大学独自の専門部局を各大学に強化
しておく必要がある。
2.　大学が研究者にこのことを望むとすれば、それ相応の実動部局
を保有する必要がある。現状では研究者個人の対応限界がある。

59-8 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　国立大学の独立行政法人化が検討されている現在、知的財産の
確保は大学にとって重要である。

59-9 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　大学を優先的に考えるべきである。

59-10 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　取得した後に譲渡契約を行うのが良い。
2.　在職中は個人有、国有を問わず権利を所属する大学にゆだね
る。退職時に個人有のもののみ所有するようにする。

60-1 助教授 教育・研究 ＴＬＯ
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60-2 教授 教育・研究 妥当 1.　大学への忠誠とは何か、個人差が大きい。研究は大学という組
織の中でプロジェクト化されていない。むしろ他大学の同じ分野の
研究者と協同して、プロジェクト化している。 2.　「自分の大学を
よい大学にしたい」これを実現するプロジェクトは教育面の改善に
重点が置かれている。研究環境の改善が取上げられたことはない。

大学への帰
属意識が教
員にとって
価値や行動
の判断基準
になってい
るかを問い
たかった

60-3 教授 教育・研究 ＴＬＯ

61-1 助教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　教官の自由裁量を増せばTLOは苦しい
2.　Stanford Univ.の例に賛成

TLOの位置
づけが大切

61-2 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ

61-3 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

61-4 助手 教育・研究 ＴＬＯ 1.　特許実施権を発明者と言えども恣意的とも言える判断で特定企
業を優先する事は不適当と思う。
2.　（忠誠とは）大学としての「公式の意思決定」に従うことと考え
る。教員の処遇、学内資産の配分・活用、利益の分配について。

設問４への
回答か
チェックの
こと

61-5 学長 管理 妥当 2.　特許は時間が重要である。TLOの改善が必要と考える。

61-6 部局長等
の長

教育・研究 妥当 2.　大学への忠誠心は個人の自由をしばるものではない。

61-7 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

61-8 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 1.　大学の発展に寄与すべきでは。

61-9 部局長等
の長

教育・研究 その他 1.　いずれとも言い難い。２であるべきであろうが，１の考えを否
定できない。
2.　国家公務員は大学への忠誠ではなく，国民への忠誠である。

62-1 学長 管理 妥当 2.　大学における真の目的は教育と研究である。従ってこの二点を
十分に行う事が忠誠であり、特許はその付属的価値である。

62-2 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ

63-1 部局長等
の長

教育・研究 その他 1.　大学への忠誠が義務付けられているのであれば､tlo（株）を優
先的に利用すべきである。一般的にはそれがないので妥当な選択。
2.　（忠誠は）日本の大学ではないと思う。

63-2 助教授 教育・研究 その他 1.　江田教授がTLOの出資者でなければ関係なし。
2.　大学への忠誠を考えると、個人特許はおかしい。全て、国有特
許と思われる。

63-3 部局長等
の長

管理 妥当 2.　問題ないと思う。

63-4 副学長 教育・研究 その他 1.　TLOの機能の問題であり、何とも言えない。
2.　忠誠とはgive and takeが成立している事が前提である。研究し
やすい環境の整備があればよいが。

64-1 学長 管理 ＴＬＯ 1＆2.　校費による研究であれば、大学の方針に従うのが当然である
と考える。

64-2 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　ただし、特定の企業に譲渡する方が、事務的なわずらわしさが
少ない。

現実論

64-3 副学長 管理 妥当
64-4 研究協力

部/部課
長

研究協力事務 妥当

64-5 教授 教育・研究 その他 1.　建前は２であろう。しかし、日本の多くの企業での認識は十分
でなく対応方法は難しい。
2.　実際には、直接実用化が見込める様なものは、共同研究等で、
企業も権利を持つのでは？

64-6 副学長 管理 妥当
64-7 部局長等

の長
管理 ＴＬＯ 2.　国立大学の法人化が「大学への忠誠」を強く求めるようにな

る。
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64-8 部局長等
の長

教育・研究 妥当 2.　大学が特許の商品化（営業活動）を熱心に行い、特許に係わる
紛争や問題が生じた場合には、弁護士・弁護士顧問を無償で（発明
者等に）差し向けるなどの制度が整っていないなら、大学への忠誠
は無用と考える。

65-1 学長 管理

65-2 部局長等
の長

教育・研究 妥当

65-3 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ

65-4 教授 教育・研究 妥当 1.　現状では１でよいと思う。TLO自身の対応も含め、大学の対応が
制度的にも明確になり、成果が上ることが見えてくれば、２の方が
大学としては望ましい。
2.　大学に特許を扱う権限が実質的に与えられているわけではな
い。また、TLOがすべての大学に出来ているわけではない。現状で
は、この質問は意味がないのではないか。

今回の調査
は法人化に
備える意図
も含んでい
る

65-5 教授 教育・研究 妥当

65-6 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 2.　自分が所属している組織の利益を優先させるべき。組織からの
有形・無形のバックアップがあって、組織内の存在があると考え
る。

帰属意識論

66-1 教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　TLOの活動が正常に行われれば、長い目でみれば有利になってい
るはずであるが、TLO活動が始まったばかりの日本の現状では、実績
が示せないので、「TLO優先にしろ」といっても説得力がない。
2.　忠誠を誓わせるだけのものが大学にある必要がある。従来の身
分保障はそれになったかもしれないが、任期制が言われ、非常に流
動的な社会情勢の下では、無理かもしれない。

任期性、流
動性の奨励
は忠誠（帰
属意識）に
マイナスに
働くという
指摘

66-2 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 2.　現状では「大学への忠誠」の明確なものがない。

67-1 研究協力
部/課・
産学連携
担当

研究協力事務 ＴＬＯ

67-2 教授 教育・研究 妥当 1.　競争的環境の中で、注文をとれないTLOは淘汰されるべきであ
る。赤字TLOは国民の利益に反する。
2.　発明で得た利益を大学へ還元すべきことは当然である。TLO以外
のルートでもこれが機能するようにすべきである。

67-3 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

67-4 教授 教育・研究 妥当 1.　（選択は）現状では妥当。法人化すればそうでなくなるだろう。
2.　現状はないと考えている。（忠誠は）法人化すれば、求められるだ
ろう。（そういう体制になるだろう）

68-1 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　実用化のスピードを優先させることは問題である。特に学長か
らtlo（株）を利用して出願するよう示されていたのであれば尚更で
ある。
2.　大学への忠誠というより社会的倫理の観点から利益相反に関し

68-2 副学長 管理 ＴＬＯ
68-3 部局長等

の長
教育・研究 その他 1.　TLOを通すことが義務化されていないなら自由。

2.　現在の人事制度、給与システム下では忠誠心は生じにくいと思
う。

68-4 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　TLOは個々の教授の利益を侵すものではなく、その研究環境も含
めてサポートするものと考えているので、ルール化も当然だし、守
る必要がある。
2.　概念としては当然であるが、例えば日本の国立大学では一個の
自立した組織存在とは言えない。一体人格がないところに忠誠はな
いという問題がある。

大学は組織
にはなって
いない
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69-1 副学長 管理 ＴＬＯ 2.　資金が国費（大学経費）である場合に特許出願に対する大学へ
の忠誠は有り得る。

69-2 教授 管理 妥当 1.　TLOからうける教員のメリットによる。
2.　Questionと特許出願ルートは合致しない。大学への忠誠へのメ
リットを明示し。（大学のPFI許容の範囲内で）

69-3 助教授 コーディネイ
ション

妥当

69-4 部局長等
の長

教育・研究 妥当 1.　但し、本来なら②とすべきだが、Q1-2を考えた。
2.　（忠誠については）現状の日本の大学にはその必要性はない。何の見
返りもない。

組織への帰
属意識が仕
事への動機
づけになる
と考えるが

69-5 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 1.　tlo株式会社が発明者の意を汲みつつ、最適な対応をできる力を
備えるべきである。
2.　忠誠心を持てる処遇が整えばいいのではないか。

70-1 副学長 教育・研究 ＴＬＯ 2.　合意されていれば、それに従うべきである。

70-2 部局長等
の長

教育・研究 妥当

70-3 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 2.　大学に戦略がない。教官に忠誠心がない。

70-4 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ

71-1 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　実用化が比較的容易なものを優先して企業に譲渡したのであれ
ば、大学への忠誠心に疑問がもたれる。
2.　事例４とは逆に、実用化の見込みの高いものをTLOに委託するよ
うに心掛けるべきである。

TLOの位置
づけが大切

71-2 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

71-3 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　TLOが十分に機能している事を前提とする。
2.　「大学への忠誠」の「大学」とはどのような存在を考えれば良
いか、不明確である。

帰属

71-4 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　スピーディであるか否かはTLOの機能の問題である。
2.　（忠誠については）個人が大学より享受している便益その他を考えれ
ば、大学全体、あるいはTLOのことを考えるのが当然である。

71-5 部局長等
の長

教育・研究 妥当

71-6 教授 教育・研究 妥当 2.　大学が独法化により法人となり、法人としての大学が特定の企
業と関係を確立する事態になれば（忠誠心は）生じよう。

71-7 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　あくまでもその大学の学内法規との関係であろう。

72-1 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ

72-2 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

72-3 学長 教育・研究 ＴＬＯ 1.　大学のTLOを設定しやすいような条件整備をする。
2.　（忠誠については）大学の教育研究を充実発展させることは、大学教
員の義務であり、大学教員が大学へ忠誠を尽くすことは当然であ
る。

72-4 助教授 教育・研究 妥当 1.　個人の特許の問題であり、それは、その個人がいかにメリット
があるかで判断されるべき。
2.　教官が企業ときちんとした形で正当な契約を結べるのであれば
可。

73-1 教授 教育・研究 妥当 1.　TLOよりもJSTの方が発明者に利益が多いなどでTLO自体にも問題
があるので、大学がTLOを利用することを求めること自体、発明者の
利益を損なう恐れがある。
2.　特許をその所属機関、出資者も権利を有するという考えは20世
紀のアメリカで発明され盛んになった考えだが「特許権の思惑」は
発明者の個人的利益を保証することで発明を奨励するものであった
はずである。

TLOの強
化・位置づ
けが大切

73-2 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

73-3 教授 コーディネイ
ション

その他 1.　大学でのルールによるTLOを使う事がルールならそうすべきであ
るし、そうでないなら江田教授が判断すればよい。
2.　大学としてTLOを重視するならその旨明文化し教授にも従わせる
べき。

TLOの位置
づけが大切

73-4 助教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　個人有の特許に一番実用化の高い方法で選ぶのが妥当な選択。
2.　教員個人の名声を高める事が大学への忠誠につながる。

ユニークな
見解だが野
依教授の例
から理解で
きる

74-1 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　大学研究者がTLOを育てるという意識を持つ必要がある。 TLOの位置
づけが大切

74-2 助教授 教育・研究 妥当 1.　「tlo株式会社を経由して特許出願することが大学機関として合
意される」という状況が許されるのか否か、今ひとつわかりませ
ん。TLO株式会社に魅力があれば、そちら経由、そうでなければ企業
経由、というのも会社間の自由競争に思えます。

TLOの位置
づけが大切

74-3 助手 教育・研究 その他 1.　日本の大学教官は組織としての大学よりも師弟関係を重視する
ので、大学への忠誠は２の次。
2.　日本における人事の決定プロセスを考えれば、大学と教員の間
に忠誠心が生まれることは困難である。

人事が忠誠
に関係する

74-4 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　大学へではなく出資者（国立大学ならば納税者）への忠誠が当
然。

アカウンタ
ビリティー
同義

74-5 助手 教育・研究 妥当 1.　個人有と判断するのは大学であるのだから、その時点で、大学
との合意の制約を受けないのではないか？
2.　大学への忠誠心だけを求められ、実務の負担からは開放されな
いのは変である。

現実論

74-6 教授 教育・研究 妥当 1.　TLO利用は強制ではないはず。
2.　（忠誠については） 自分も属し利益を享受している大学組織に、自分
としても貢献するのは幾分かの義務であろう。

74-7 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　今後「大学への忠誠」要求は強まるだろう。ただ同時に大学と
して、「忠誠」に応える仕組みを整備することが必要。

74-8 教授 教育・研究 ＴＬＯ 1.　However the TLO should speed up its operation.  If it can
ﾕt, it should transfer ownership back to Prof. Eda, provided
Prof. Eda has a realistic plan to promote the development of
the invention.  (For example, provided Prof. Eda has found a
company that would like to develop the invention and has the
resources to do so.)

74-8 （tlo株式会社を優先的に利用すべきであるが）TLOは作業の迅速化を図らなければ
ならない．もしそればできなければ，江田教授がその発明を実用化
する現実的な計画を持っていれば，特許所有権は江田教授にもどす
べきである（例えば，江田教授がその発明を実用化するための会社
を設立し，それを可能とする各種資源を持っているような場合）．

TLOのレベ
ルアップ必
要
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

74-8 教授 教育・研究 2.In a U.S. university, loyalty is based partly upon the
contractual relationship between the university (employer)
and its individual faculty members (its employees).
Increasing the use of contracts may foster loyalty.  But
other steps to increase loyalty include giving universities
independent legal status - including authority to recruit
their own administrators and faculty (i.e., make personnel
appointments and promotions), manage their own finances (and
raise money on their own) and manage their intellectual
property free from interference by central government
agencies.   Now the notion of university is amorphous and ﾒ
loyaltyﾓ to oneﾕs university means little more than operating
within a big bureaucracy.  Devolution of authority to
individual universities (and event to individual faculties)
will make faculty members feel they have a much greater stake
in the success and reputation of their own institution.

（前頁より
続き）

74-8 アメリカでは大学（雇用主）と個々の教員（被雇用者）との間の契
約関係が忠誠（loyalty）の基礎の一部になっている．（日本でも）
契約をもっと利用するようになれば忠誠は助長されるかも知れな
い．外に忠誠を育てるには国立大学を独立法人化して次のような権
限を持たせることが考えられる： ・ 大学行政職員と教員の採用と
昇進の権限、・ 大学の財政の管理と独自に資金調達する権限、・
中央政府の干渉を受けることなく知的財産権を管理する権限。
現在（日本の）大学の概念（notion）はあいまいで，大学への『忠
誠』というものは巨大官僚機構の中で無事に過ごす程度のこと意味
するにすぎない．個々の大学に（またさらに個々の教員に）権限を
委譲すれば教員は自らの大学の成功と名声にもっと関心をいだくよ
うになる。］

○忠誠の基
に契約の概
念
○法人化は
忠誠を考え
るきっかけ

75-1 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ 1.　本来、大学有となるべきものが個人有になっている場合が多い
ので、制度的欠如を生めるTLO経由を大学（学長）が指示していると
考えられる。企業ルートの場合に大学の利益にどう反映されるのか
ここでは不明。 　　　　　　　　　　2.　スタンフォード大学では
すべて大学有となり個人有にならないと思う。だから事情の異なる
忠誠の比較は不適切。

　

76-1 学長 管理 ＴＬＯ
78-1 副学長 管理 妥当 2.　国立大学の場合、「大学への忠誠」だけがルートではない。国

民的な立場で利益を考えるべきであろう。

78-2 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 2.　大学内で、TLO経由の特許出願の意向が示されていれば、それに
従うべきであろう。

78-3 助教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ

78-4 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 2.　大学組織の構成員として大学の利益となるような大学の方針に
沿った行動をとることが妥当と考える。

79-1 助手 教育・研究 ＴＬＯ

79-2 助手 教育・研究 ＴＬＯ

79-3 副学長 管理 ＴＬＯ 1.　Q１−１、選択肢１の状況が必要。
79-4 副学長 教育・研究 ＴＬＯ 1.　TLOの機能が低いことが問題ではないか。

2.　十分考えられるが、自主自律を基本とする教授会中心（＝教授
中心）な制度ではどうしようもない。

教授会を忠
誠ないし帰
属の核にす
ることには
どの程度の
合意がある
だろうか
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

79-5 研究協力
部/課・
産学連携
担当

研究協力事務 ＴＬＯ

79-6 部局長等
の長

管理 妥当 2.　英文直訳の忠誠がわからない。 原文では
Allegiance

79-7 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ 2.　ケースバイケースである。しかしなるべきTLOで。

79-8 教授 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　企業が必ずしもスピーディーとは考えない。防衛特許もありえ
る。大学の研究を社会のための実用化にむすびつけるにはTLOがより
公正と考える。
2.　大学では所属する多数の研究者の研究成果により社会的信用を
得ている。個人の研究成果もその環境と無縁ではない。自分のメイ
ンテーマに属する発明はTLO(大学：現制度ではTLO)に帰属させるべ
きで、それが大学への忠誠の例となる。

企業ルート
にも問題が
ある

79-9 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ 1.　大学との契約が成立していないのであるから許される行為では
あるが、モラルの面から許しがたい。これからは契約を作る必要が
あるとの例である。
2.　国立大学の場合、現状は大学への忠誠よりは、国家公務員とし
ての忠誠が優先するであろう。法人化後は大学への忠誠を定める必
要がある。

○法人化後
は契約必要
○アカウン
タビリ
ティー論
○モラルの
問題79-10 教授 教育・研究 妥当 ＴＬＯ 1.　現時点で①はやむを得ない。②は十分に機能しておらず時間が

かかり無駄が多い。しかも将来は②となるべきである。
2.・大学に存在しているから研究が出来るということを忘れてはな
らない。　　　　　　         ・個人が大学とは別に「金もうけ」
に走ることは許されない。

79-11 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

79-12 教授 教育・研究 1.　TLOを利用することによって知的所有権の保護にも有利。
2.　利益が大学に還元される形であれば良しとすべき。大学の構成
員はそれだけの意識を持つべき。

79-13 助教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　“忠誠”とは何か。自発的かまたは制度上やむを得ず“忠誠”
をつくすのか。不明。

79-14 助手 教育・研究 妥当

79-15 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

79-16 助教授 教育・研究 ＴＬＯ

教授 教育・研究 ＴＬＯ

81-1 部局長等
の長

教育・研究 ＴＬＯ

81-2 教授 コーディネイ
ション

妥当 2.　（忠誠については）日本の大学にはこの文化がないように思う。

81-3 部局長等
の長

教育・研究 その他 2.　これまた制度の問題であり、知識がなく答え難い。 しかし、教
官任用時に、公務員として、国民に奉仕することは誓っても、大学
への忠誠心などと言う不明確なものに同意していないはず。

81-4 研究協力
部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 2.　特別の経費を用いた特許については、国有特許としてあつかう
べき。

81-5 部局長等
の長

管理 ＴＬＯ

81-6 教授 コーディネイ
ション

妥当 1.　個人有の判断が下りたのだから仕方がない。個人の自由。ただ
し、独法化後は個人有から大学有（民間のように）する。
2.　この例については回答不可。

81-7 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　良いことではない。

81-8 教授 コーディネイ
ション

妥当 2.　TLOのルートをもう少し明確に規定して義務化まですべき。そう
しないとTLO は育たない。

TLOの位置
づけが大切
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLOの利
用　－忠誠問題を含めて－

備考

現役
職

現在の　仕
事の　重点

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェ
クトによる
メモ）

整
理
番
号

回答者 江田教授の選択

83-1 副学長 コーディネイ
ション

ＴＬＯ 1.　資源を利用した所属大学のポリシーに従うべきで、倫理的問題
である。
2.　大学教員の流動化促進が急務の課題である今日、「大学への忠
誠」は時代錯誤である。

流動性と大
学への忠誠
のコンフリ
クト（そう
ではない見
方もあるの
では）

85-1 副学長 管理 妥当
85-2 研究協力

部/部課
長

研究協力事務 ＴＬＯ 1.　基本的にはTLOを通した研究成果の社会還元を図るべき。

85-3 教授 教育・研究 ＴＬＯ 2.　大学への忠誠とは大学の社会における評価をあげることをもっ
て考えるべきであろう。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

TLOTLOTLOTLO 関係者関係者関係者関係者（（（（事例事例事例事例４４４４））））    
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事例４：大学のイニシアティブで設立したTLO
の利用　－忠誠問題を含めて－ 備考

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.　左記の選択の関するコメント
2.　「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェク
トによるメ
モ）

1 研究協力部/
課・産学連
携担当

大学TLO 1.　事例のケースは国公立大学の固有の問題で、私立大
学の本TLOには当てはまらない。ただし、TLO発足以前
は、全案件が個人帰属であったため、過去の慣習がいま
も継続されて、発明届が出されぬまま、企業などへの譲
渡が行われている実態はあるものと考えられる。
2.　現実問題としては、教員の倫理観に負うところが大
きい。

2 TLO役員 その他 1.　別にTLOへ渡すことが良いと判断しないことは十分
ありえる（現行制度のもとでは）。
2.　一般的に現在の研究者に自分の属する大学への忠誠
心がどれくらいあるのかを調べた方がよい。

3 TLO役員 その他 1.　特許出願する目的は何か、社会貢献の目的は何か
等、基本的な考え方及びそのためにどうしたらよいか先
生方にしっかり理解していただくことが先決と思う。例
えば、一企業のみに譲渡したほうが社会貢献の目標に合
致するのか等についてもtlo（株）が特許戦略の一つと
して相談にのってくれるはず。まずtlo（株）と相談す
るのがよい。
2.　押し付けの「忠誠」ではなく、自発的にそうしよう
となるようにすべきと思います。一つ二つと成功事例を
やる気のある先生と実現し、PRするのがベストと思いま
す。

4 TLO役員 妥当な選択 1.　個人帰属と判定された成果に対しては、大学機関と
しての合意のしばりを受けるべきでない。
2.　大学帰属の米国における「忠誠」は個人帰属の日本
にはあてはまらない。

5 教授 妥当な選択 1.　特許は基本的に個人に所属するものであるからその
特許の譲渡先は自由
2.　specificに特許のことを言っていれば、contractと
して、就業規則にのせるべき。

TLO担当理事

6 TLO役員 その他 1.　個人に帰属するものをどう取扱うかについて外野が
“強制”することは困難。独法化し、特許が組織帰属と
なれば状況は全く異なる。
2.　忠誠の問題よりルールの問題。

7 TLO職員 大学TLO 1.　研究成果が社会で活用されるために、複数のルート
があってもよいとは思うが、個人の利益優先で大学の利
益を無視することは不適当。
2.　存在基盤である大学のルールに従うのが当然。

8 TLO職員 大学TLO 1.　tloではより広い活用をはかるとともに、大学への
還元も対象としている。
2.　一般的には、帰属組織の方針を守るべし。

9 TLO職員 大学TLO 1.　TLOルートを優先的に考えることは、大学の経営に
とっても大切です。
2.　大学への忠誠はTLOルートと、明確にすべき。

整
理
番
号

江田教授の選択

k回答者
職責

事例４事例４事例４事例４ 2

事例４：大学のイニシアティブで設立したTLO
の利用　－忠誠問題を含めて－ 備考

妥
当

T
L
O

そ
の
他

1.　左記の選択の関するコメント
2.　「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェク
トによるメ
モ）

整
理
番
号

江田教授の選択

k回答者
職責

10 TLO役員 大学TLO

11 TLO役員 大学TLO

12 TLO職員 大学TLO 1.　大学の取組みであれば、それが基本。

13 TLO職員 妥当な選択 2.　大学教官の考え方が理解していないのでコメントで
きない。

14 TLO職員 大学TLO 1.　教官および大学の利益を主張できるようにするた
め。
2.　大学（国）からの給与に見合う成果は出す必要あ
り。

15 TLO職員 大学TLO 1.　TLOよりも企業に譲渡した方がスピーディーに実用
化できると考える所に問題があり、TLOを介した方が企
業との交渉がスムーズにいき、スピーディーに実用化さ
れ、妥当なロイヤリティが還元されるという環境を作る
ようTLOが努力することが重要と考えます。
2.　企業に譲渡した方がスピーディーに実用化できるの
であれば、江田教授の判断は正しいと思います。大学へ
の忠誠よりも、社会への忠誠の方がより重要ではないで
しょうか。

16 TLO職員 大学TLO 1.　国民の税金で給料と研究費の出ている先生が自分の
都合だけで判断できる現在のやり方がおかしい。成果収
益の一部が公に還元されるルート（現在ではTLO,独立行
政法人化後は機関所有にすることも選択肢の一つ）で出
願するようにルール化すべきである。
2.　大学がルールを決め、それに教官を従わせることは
組織として当然だが、現在の国立大学ではそれができて
いない。早く独立行政法人化して、自律性（自立性）を
大学に持たせるべきだ。

17 TLO役員 大学TLO 1.　個人帰属の発明の処理方法は自由である。しかし技
術移転困難な発明を押付けるためにTLOがあるのではな
い。
2.　個人有とされた発明も、発明のバックグラウンドに
大学という知的環境があることを意識すべきであり、大
学への利益還元を考えるべきと思うが、大学への忠誠と
云う意味で、現行制度の中では拘束できない。

18 TLO役員 妥当な選択 1.　発明（者）が個人有と決定した以上個人の判断。

19 その他 大学TLO 1.　江田教授の考え方は論外である。
2.　組織人として大学から給料をもらっている限り、
TLOルートが優先するのは当然。将来国立大学法人にな
れば、法人所有となるだろう。そうすべきと考えてい
る。その場合、江田教授の選択は不可能となる。

20 TLO職員 大学TLO 1.　学内規定整備要
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事例４事例４事例４事例４ 1

事例４：大学のイニシアティブで設立した
TLOの利用　－忠誠問題を含めて－ 備考

妥
当

T
LO

そ
の他
1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェクト
によるメモ）

1 金融（協会）
専務理事

大学
TLO

2 製造（電機）
研究開発本部
長

大学
TLO

2.　産業人の場合、会社との関係は規定及び契約で
の関係で会社への忠誠も規定しているわけではな
い。

3 製造（窯業）
研究開発本部
長

大学
TLO

2.　会社の場合は一般的に出願前に特許の権利を会
社に譲渡をしている。大学の場合も学内での審査を
行い、大学としての利益確保に努めるべきと考え
る。

4 製造（電機）
常務取締役

大学
TLO

将来的には全て国有特許とすることが望ましい。そ
のためには上記の如く、発明者への還元等を含めた
インセンティブのルール化が必要。

5 製造（医薬）
研究情報部長

妥当
な選
択

1.　特許は実用化されて初めて価値が出るので妥当
と考える。
2.　企業人としては会社方針が出ておれば忠誠を誓
わざるを得ない。

6 製造（精機）
開発部長

大学
TLO

2.　余技で生まれたもの以外は、その組織を通じ出
願すべき。

7 製造（輸送）
技術研究所
総務グループ
長

妥当
な選
択

大学
TLO

1.　TLOを通じた企業への道が拓けているので、活
用するほうがベター。企業でも「知財部」等を通じ
た出願が原則。
2.　上記のケースで大学の研究活動にTLOルートの
資金が還元できれば、出願者の動機づけにもなるの
ではないか。8 サービス（設

計）
統括部長

妥当
な選
択

2.　産業人でも個人と会社を使い分けると思う。

9 サービス（デ
ザイン）
技術統括室長

大学
TLO

2.　「大学への忠誠」とは何を以って定義するのか
必要。企業は規則化されている。

10 製造（繊維）
企画部長

その他 1.　ルートの問題ではなく権利帰属の問題。
2.　個人に権利が帰属するならば、どの様にするか
は個人の問題であり、一般論は無意味。

11 製造（電機）
企画推進室主
事

妥当
な選
択

1.　これもQ３と同じ現行制度の中では許される選
択だと判断します。
2.　「金銭報酬」「処遇」と「忠誠心」「帰属意
識」は、切っても切れない関係ではあるが、それだ
けでは無いと考えます。「信頼できる関係」を築く
ことを重視するべきではないですか。

忠誠に信頼で
きる関係とい
う考え方

整
理
番
号

江田教授の選択
回答者
職責

事例４事例４事例４事例４ 2

事例４：大学のイニシアティブで設立した
TLOの利用　－忠誠問題を含めて－ 備考

妥
当

T
LO

そ
の他
1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェクト
によるメモ）

整
理
番
号

江田教授の選択
回答者
職責

12 製造（電機）
研究所

その他 1.　公の資金、大学の個有資金を使ってのものなら
ば原則としてTLOを通すべき（資金の出所による判
断が必要）。
2.　理工系の場合には「学問の自由と忠誠」が課題
になる。但し、契約上の条項があれば差し支えない
（独法でどうするか）。

13 製造（機械）
相談役

大学
TLO

1.　「学長からなるだけtlo株式会社・・・」とあ
るが、「原則として」と明確にすべき。ルールを明
確にすることを条件にTLOルートを取るべきであ
る。本件の場合、企業との癒着と取られかねない。
2.　産業人は会社の目的を果たすため、夫々の役
割・機能を保って組織的に活動している。従って会
社への忠誠心は必須である。大学に於ても、構造と
しては同じと考える。

14 基盤（電力）
役員

妥当
な選
択

1.　まず、個人有とした判断が好ましくない。大学
が何らかの影響力を持ちたいのならば、大学組織の
所有とすべき。個人有と判断された発明は、個人が
自由に処分できるべきである。
2.　「忠誠」というのが単なる精神条項のスローガ
ンならば、物足りない。大学での研究内容に関する
発明（職務発明とすべき）が個人有にすること自体
が理解しにくく、大学に特許権を譲渡するルールに
すべき。

15 製造（繊維）
技術部長

妥当
な選
択

1.　出願ルールが規定されていない状態ではこうな
る。
2.　企業の場合、企業行動基準の様なものがあり、
その遵守が義務づけられている。大学でも必要（な
ければ）。

16 基盤（通信）�
技術部長

1.　企業への忠誠という面では、江田教授の対応は
問題がある。大学として方針が示されている（この
場合は学長の意向）のであれば、これに従うべきだ
と思う。
2.　大学としてTLO株式会社を活用することで社会
への貢献を目指しているわけだから、大学の教授は
大学への忠誠という立場ではTLO株式会社を使用す
るべきだと思う。企業としても、グループ一体での
企業活動等の方針が示されているのであれば、それ
に従うべきだ。単純に自分の都合だけで対応するべ
きではない。

17 基盤（鉄道） 妥当
な選
択

18 製造（鉄鋼）
副支店長

大学
TLO

1.　企業に譲渡の対価が不明であり、ガラス張りの
精神に反する。



事例４事例４事例４事例４ 3

事例４：大学のイニシアティブで設立した
TLOの利用　－忠誠問題を含めて－ 備考

妥
当

T
LO

そ
の他
1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェクト
によるメモ）

整
理
番
号

江田教授の選択
回答者
職責

19 製造（樹脂）
企画担当部長

大学
TLO

20 製造（機械）
常務取締役

大学
TLO

21 製造（繊維）
研究企画部
主席部員

大学
TLO

2.　特定企業との共同研究もしくは資金援助を受け
ている場合を除けば、特許の種類に関わらずＴＬＯ
を通すべきではないか。

22 製造（医薬）
室長

大学
TLO

2.　企業でも依然として終身雇用制度を背景とした
忠誠というスピリットは生きている。しかし、研究
者等（物を考えて、成果を生み出す人たち）に対す
る忠誠のおしつけが、研究者のマインドを拘束して
いるのも事実である。したがって、余り拘束、規制
することは教員のインセンティブを限定するのでは
ないか。

23 金融（証券）
部長

妥当
な選
択

1.　発明委員会の判断がなされているので問題はな
いと考える（大学の機関であることを前提）。
2.　発明委員会が大学の機関であれば、その判断で
個人有、大学有となるのだろうから問題はない。そ
れなのに「なるだけ〜望ましいとの意向が示されて
いた」はきわめて不明確なもので指示として不適当
と思われる。

24 基盤（鉄道）
技術部マネー
ジャー

大学
TLO

1,2.　「実用化のスピーディーさ」と、それを踏ま
えての判断であろう「組織の方針」とを比較してみ
ると、所属する組織の一員としては、組織の方針に
忠誠する（従う）ことが妥当な判断ではないか。

25 製造（電機）
企画部長

大学
TLO

1.　企業に譲渡する場合の規定は、明文化されてい
るのか。
2.　忠誠は、規定や契約で明確にするもの。辞職し
た場合どう扱うのか。

26 製造（鉄鋼）
開発企画部
次長

大学
TLO

1.　個人帰属の問題。
2.　国立大学の法人化、教員の非公務員型が実現す
ればすっきりする。個人とは何か。

27 製造（化学）
技術部　企画
室主席

妥当
な選
択

1.　1998年からのまだ歴史の浅いTLOを通すこと
は、実用化への遠い道のりになる。最終的にTLOが
機能し、十分なコーディネイト機能も発揮できるよ
うになれば、江田教授もTLOを通すべきだろう。
2.　属する特定の大学への忠誠は、それが、大学の
本質的ミッションと一致しているかぎりにおいてで
ある。企業においても、産業の成長・育成に障害と
なる行動は、短期的に利益を得られるであろうが、
長い目で見れば損失である。

事例４事例４事例４事例４ 4

事例４：大学のイニシアティブで設立した
TLOの利用　－忠誠問題を含めて－ 備考

妥
当

T
LO

そ
の他
1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェクト
によるメモ）

整
理
番
号

江田教授の選択
回答者
職責

28 製造（機械）
取締役技師長

大学
TLO

1.　産学連携のために、TLOという組織が生まれた
のだからTLOを利用すべきである。但し、TLOもス
ピーディーに実用化できるよう改善すべきである。
2.　大学がTLOルートで出願することを推薦するの
であれば、規定として明文化する必要がある。

29 製造（精機）
研究部次長

妥当
な選
択

2.　「忠誠」を求める時代ではない。

30 製造（医薬）
取締役研究開
発本部長

大学
TLO

1.　原則として大学で実施される研究はTLOルート
とすべきであるが、発明の有効利用を考慮し、個人
有の特許に於いて企業ルートとする余地も残すべき
である。又判断する審査機関の設置も考慮されるべ
きである。
2.　大学の教官は、教育以外にも研究成果を期待し
て応分の給与が与えられている。個人有と判断され
る校費研究成果は、原則としてTLOルートとすべき
である。特許の実用化の容易さについての判断は、
可能な限り第３者機関がすべきである。

31 基盤（建設）
専務取締役

その他 1.　原則としてはTLOを通すべきと考えるが、TLOの
制度が未成熟な現状を考えるとスピードがある対応
を考え仕方のない選択であった。
2.　学問の世界でもビジネスの世界でもモラルは重
要。自分の帰属する大学への気持は大切にしたい
（してほしい）。

32 基盤（土木）
事業企画室課
長

大学
TLO

33 製造（医薬）
研究計画推進
部担当部長

妥当
な選
択

1.　教授の対応と大学への忠誠はこの場合は関係な
いと考える。大学がtlo社と明確な契約を結び、tlo
社の介した特許出願が、大学あるいは発明者に明確
な見返りを規定していれば、大学も研究者にもっと
強く拘束したはずであり、「望ましい」といったあ
いまいな表現ではなかったはずである。
2.　組織への忠誠は、その組織が個人にどれだけ適
切な評価にもとづき賞罰を下すかにより定まる。今
後大学研究者も自己の発明によりベンチャー企業を
おこすことが多くなるので、大学当局もそれを意識
した規約づくりが必要となる。

34 製造（電機）
専務取締役

大学
TLO

1.　事例の様な状況はTLOの機能未成熟と発明者の
意向無視の様な場合に発生すると考えられる。従っ
て2.　学内に於いて発明された特許については大学
の方針に従うべきである。



事例４事例４事例４事例４ 5

事例４：大学のイニシアティブで設立した
TLOの利用　－忠誠問題を含めて－ 備考

妥
当

T
LO

そ
の他
1.左記の選択の関するコメント
2.「大学への忠誠」等に関するコメント

（プロジェクト
によるメモ）

整
理
番
号

江田教授の選択
回答者
職責

35 基盤（ガス）
企画部課長

大学
TLO

1.　Ｑ１-１と関連する制度・仕組みがあるものと
仮定すれば、教官も大学への忠誠は求められるべき
である。
2.　個人の的確な業績評価と忠誠心はワンセットで
考えられるべきである。


